[bookmark: _Hlk232680176]公立大学法人名桜大学共同事業取扱規程
（令和８年６月１７日制定）

　（趣旨）
第１条　この規程は、公立大学法人名桜大学（以下「本法人」という。）における共同事業の取扱いについて定める。
　（定義）
第２条　この規程において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。
(1)　共同事業とは、本法人が設置する大学（以下「本学」という。）が、本学以外の機関等（以下「外部機関等」という。）と共通の課題につき本法人の業務として共同で行う諸活動のうち、共同研究を除くものであり、これに要する経費を原則として外部機関等が負担するものをいう。
(2)　事業成果とは、共同事業の実施により得られた成果であって、事業の目的に関係する発明、考案、意匠、著作物、商標、ノウハウ、成果有体物等を含む一切の学術的又は技術的成果をいう。
[bookmark: _Hlk188461367](3)　知的財産権とは、公立大学法人名桜大学知的財産取扱規程第２条第３号に規定する知的財産権をいう。
[bookmark: _Hlk188461634](4)　教職員等とは、名桜大学学則第5条に規定する教職員をいう。
(5)　事業担当者とは、共同事業に従事する教職員等をいう。
(6)　事業代表者とは、事業担当者のうち、共同事業を行う組織を代表し、事業計画の取りまとめを行うとともに、事業の推進に関し責任を持つ者をいう。
(7)　共同事業機関とは、共同事業における本法人の相手方をいう。
[bookmark: _Hlk188461966][bookmark: _Hlk188462091](8)　国等とは、国、政府関係機関、特殊法人、認可法人、国立研究開発法人、独立行政法人、国立大学法人若しくは地方公共団体又は地方独立行政法人をいう。
　（共同事業の受付け）
[bookmark: _Hlk188462386]第３条　共同事業の申込みをしようとする共同事業機関の長は、あらかじめ事業代表者と協議して作成した共同事業申込書（別紙様式第１号。国等との共同事業にあっては、当該事業の採択通知等をもってこれに代えることができる。）を理事長に提出しなければならない。
２　共同事業申込書には、次の各号に定める事項を記載する。
　(1)　事業名
　(2)　事業目的
　(3)　事業内容
　(4)　希望担当教員等
　(5)　事業期間
　(6)　事業経費
　(7)　事業用機器及び資材等の提供の有無
　(8)　その他必要事項
　（受入れの決定）
第４条　学長は、前条の規定による申込書の提出があったときは、教育研究審議会において、当該共同事業の実施の適否について審査するものとする。
２　学長は、当該共同事業実施の適否については、次の各号に掲げる次項に留意しなければならない。
　(1)　当該共同事業が本学の教育研究に支障がないこと。
　(2)　当該共同事業の内容が、社会的に要請があり、その成果が公益の増進及び本学の教育研究においても有意義であると認められること。
　(3)　当該共同事業の実施によって、原則、大学予算による施設拡大及び設備・機器等の購入が必要となるなど、大学経費の新たな支出を行わないこと。
３　理事長は、前々項の規定による審査の結果について、学長の意見を聴取したうえ
で、当該共同事業の受入れについて決定するものとする。
　（共同事業契約の締結等）
第５条　理事長は、共同事業の受入れを決定したときは、共同事業機関との間に共同事業契約書（別紙様式第２号）により契約を締結するものとする。
　（共同事業に要する経費）
第６条　共同事業に要する経費は、次に掲げる費目の合計とする。
　(1)　当該事業の遂行に直接必要な経費として、謝金、旅費、備品費、消耗品費、通信費、雑役務費、光熱水料等
　(2)　前号以外に必要となる間接経費
[bookmark: _Hlk188463364]２　間接経費は、契約書に規定する場合はその額とし、契約書に規定されない場合は事業経費の３０％に相当する額とする。
３　次のいずれかに該当する場合は、前項の規定にかかわらず間接経費を減額又は負担させないことができる。
　(1)　共同事業機関が、国等である場合
　(2)　共同事業に対する社会的要請が強く、その成果が公益の増進に著しく寄与が期待されると理事長が認めるもの
(3)　教育研究上極めて有意義であると理事長が認めるもの
　（共同事業経費の処理）
第７条　共同事業経費は、「地方独立行政法人法（平成十五年七月十六日法律第百十八号）」及び本学関係規則等により処理する。
２　共同事業経費は、本学予算に収納され、前条第１項に掲げる経費の範囲内で支出する。
　（設備等の帰属）
第８条　共同事業により、新たに取得した設備、物品等は、本学の所有に属する。ただし、国等との共同事業である場合は、協議の上、その帰属を決めることができる。
[bookmark: _Hlk188463401]２　理事長は、共同事業の実施のため必要と認めるときは、共同事業機関の所有に属する設備、備品等を本法人に無償で受け入れることができるものとする。ただし、当該設備、備品等を本法人に搬入することが困難な場合は、事業代表者が事業遂行上必要な範囲内で理事長の承認を得た後、当該設備が所在する施設において共同事業を行うことができるものとする。
　（共同事業の中止等）
第９条　共同事業の中止若しくは契約の解除は、共同事業機関との協議によって行い、いずれかが一方的にこれを中止することはできないものとする。
２　共同事業機関の都合で、共同事業の全部又は一部を事業の中途で中止する場合は、既納の共同事業経費は、共同事業機関へ返還は行わないものとする。
３　本学の都合で、共同事業の全部又は一部を事業の中途で中止する場合は、既納の共同事業経費の全部又は一部について、共同事業機関に返還するものとする。
４　天災その他のやむを得ない事由により、共同事業を中止し又は事業期間を延長する場合は、共同事業機関の損害に対し、本学はその責任を負わず、また既納の共同事業費は、共同事業機関に返還しないものとする。
　（知的財産権）
[bookmark: _Hlk188464939]第１０条　事業の実施により得られる知的財産権に関する取扱いは、本学と当該共同事業機関が協議の上、契約において定めるものとする。
２　事業担当者は、別に定める公立大学法人名桜大学知的財産取扱規程を遵守しなければならない。
　（秘密情報の取扱い）
第１１条　本学は、共同事業の契約締結にあたり、共同事業機関と協議の上、秘密情報の取扱いについて、適切に定めるものとする。
　（共同事業の完了）
第１２条　事業代表者は、事業が完了したときは、速やかに理事長に共同事業完了報告書（様式第３の１号）を提出しなければならない。
２　理事長は、前項の報告で共同事業が完了したときは、速やかに共同事業完了報告書（様式第３の２号）により共同事業機関に報告しなければならない。
　（事業成果の取扱い）
第１３条　理事長は、共同事業による事業成果の公表の時期・方法等について、必要があると認める場合は、共同事業機関との協議により決定する。
　（改廃）
第１４条　この規程の改廃は、教育研究審議会の議を経て、理事長が行う。
２　この規程に定めるもののほか、共同事業の取扱いに関し必要な事項は、教育研究審議会の議を経て理事長が定める。


　　　附　則
[bookmark: _Hlk232681078]　この規程は、令和８年６月１７日から適用する。



様式第１号

令和　　年　　月　　日

[bookmark: _Hlk188893620]　公立大学法人名桜大学
理事長　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　住　所

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名（名称、代表者）


共 同 事 業 申 込 書 

下記のとおり事業を実施したいのでよろしくお取計らい願います。

記

１　事業名

２　事業目的

３　事業内容

４　希望担当教員等

５　事業期間

６　事業経費（総額）

７　事業用機器及び資材等の提供の有無

８　その他必要事項






様式第２号
共 同 事 業 契 約 書

　公立大学法人名桜大学（以下「甲」という。）及び●●（以下「乙」という。）は、下記の共同事業（以下「本共同事業」という。）について以下のとおり契約を締結する。

（定義）
第１条　本契約書において、次の各号に掲げる用語は、本契約中に別段の定めがない限り、当該各号に定める意味を有するものとする。
(1)　「事業成果」とは、本契約に基づき得られた発明、考案、意匠、商標、著作物、ノウハウ等の技術的成果をいう。
(2)　「事業代表者」とは、本契約に基づき、甲及び乙のもとに、それぞれ事業を統括する者をいう。（別表第１参照）
(3)　「事業責任者」とは、本契約に基づき、事業計画、事業の実施及び事業をとりまとめに係る業務を統括する者をいう。なお、当該責任者は事業代表者を兼ねることができるものとする。（別表第１参照）
(4)　「事業担当者」とは、本共同事業に従事する甲又は乙に属する本契約の別表第1に掲げる者及び本契約第４条第３項に該当する者をいう。
(5)　「事業協力者」とは、本契約の別表第１及び本契約第４条第３項記載以外の者であって本共同事業に協力する者をいう。
(6)　「知的財産権」とは、次に掲げるものをいう。
イ　特許法（昭和３４年法律第１２１号）に規定する特許権、実用新案法（昭和３４年法律第１２３号）に規定する実用新案権、意匠法（昭和３４年法律第１２５号）に規定する意匠権、商標法（昭和３４年法律第１２７号）に規定する商標権、半導体集積回路の回路配置に関する法律（昭和６０年法律第４３号）に規定する回路配置利用権、種苗法（平成10年法律第83号）に規定する育成者権及び外国における上記各権利に相当する権利
ロ　特許法に規定する特許を受ける権利、実用新案法に規定する実用新案登録を受ける権利、意匠法に規定する意匠登録を受ける権利、商標法に規定する商標登録を受ける権利、半導体集積回路の回路配置に関する法律第３条第１項に規定する回路配置利用権の設定の登録を受ける権利、種苗法第3条に規定する品種登録を受ける地位及び外国における上記各権利に相当する権利
ハ　著作権法（昭和４５年法律第４８号）に規定するプログラムの著作物及びデータベースの著作物（以下「プログラム等」という。）の著作権並びに外国における上記各権利に相当する権利
ニ　秘匿することが可能な技術情報であって、かつ、財産的価値のあるものの中から、甲乙協議の上、特に指定するもの（以下「ノウハウ」という。）
(7)　「発明等」とは、特許権の対象となるものについては発明、実用新案権の対象となるものについては考案、意匠権、商標権、回路配置利用権及びプログラム等の著作物の対象となるものについては創作、育成者権の対象となるものについては育成並びにノウハウの対象となるものについては案出をいう。
(8)　 知的財産権の「実施」とは、特許法第２条第３項に定める行為、実用新案法第2条第3項に定める行為、意匠法第２条第３項に定める行為、商標法第２条第３項に定める行為、半導体集積回路の回路配置に関する法律第２条第３項に定める行為、種苗法第2条第5項に定める行為、著作権法第２条第１項第１５号及び同項第１９号に定める行為並びにノウハウの使用をいう。
(9)　「専用実施権等」とは、次に掲げるものをいう。
イ　特許法に規定する専用実施権、実用新案法に規定する専用実施権、意匠法に規定する専用実施権、商標法に規定する専用使用権
ロ　半導体集積回路の回路配置に関する法律に規定する専用利用権
ハ　種苗法に規定する専用利用権
ニ　第１項第６号ロに規定する権利の対象となるものについて独占的に実施をする権利
ホ　プログラム等の著作権に係る著作物について独占的に実施をする権利
ヘ　第１項第６号ニに規定する権利に係るノウハウについて独占的に実施をする権　　　
　利
（本共同事業の題目等）
第２条　甲及び乙は、次の本共同事業を遂行するものとする。
	(1)事業題目
	

	(2)事業概要等
	別表第１のとおり

	(3)事業の役割
	別表第１のとおり

	(4)事業実施期間
	第３条のとおり

	(5)事業実施場所
	

	(6)事業に要する経費
	第８条のとおり

	(7)その他
	


（事業期間）
第３条　本共同事業の事業期間は、契約締結日から●●●●年●月●●日までとする。
（本共同事業に従事する者）
第４条　甲及び乙は、本共同事業の調整に責任をもつ事業責任者をそれぞれ任命するものとする。
２　甲及び乙の事業責任者及びその宛先は次のとおりとする。
甲　：　
乙　：　
３　甲及び乙は、それぞれ別表第１に掲げる者を本共同事業の事業担当者として参加させるものとする。
４　甲及び乙は、本契約の期間中、通知により第２項に定める事業責任者を交代させることができるものとする。
５　甲及び乙は、本契約の期間中、通知により別表第１に掲げる事業担当者の変更、追加又は削除を行うことができるものとする。
６　前２項の通知は、書面、ファクシミリ又は電子メールにより行うものとする。
（本共同事業の実績報告書の作成）
第５条　本共同事業の過程で得られた成果のうち、甲及び乙いずれかが書面により開示したもの、又は甲及び乙が書面によりその内容、範囲を確認したものを、本共同事業の実績報告書として取りまとめるものとする。当該実績については、甲乙協議の上、秘密情報として取扱うもの及び公表すべき情報として取扱うものそれぞれを決定する。
２　甲及び乙は、双方協力して、前項の実績報告書を本共同事業完了の翌日から６０日以内に取りまとめるものとする。なお、その取扱いについては、以下のとおりとする。
(1)　甲及び乙は、当該実績報告書について、甲乙双方に一切の対価の支払いなく、あらゆる形式で利用することができるものとする。
(2)　甲及び乙は、自己の業務以外のために当該実績報告書を第三者に利用させる場合は、事前に書面により甲乙双方の同意を得るものとする。
（ノウハウの指定）
第６条　甲及び乙は、協議の上、報告書に記載された事業成果のうち、ノウハウに該当するものについて、速やかに指定するものとする。
２　ノウハウの指定にあたっては、秘匿すべき期間を明示するものとする。
３　前項の秘匿すべき期間は、甲乙協議の上、決定するものとし、原則として、本共同事業完了の翌日から起算して３年間とする。ただし、指定後において必要があるときは、甲乙協議の上、秘匿すべき期間を延長し、又は短縮することができるものとする。
（本共同事業の遂行）
第７条　甲及び乙は、本共同事業の各段階において、自己の技術的知識及び能力を用いて本共同事業の遂行に最善を尽くすものとする。
（事業経費の負担）
第８条　本共同事業に係る事業経費は、原則、甲及び乙それぞれの機関で発生した経費を各自で負担するものとする。ただし、甲乙協議の上、相手方の経費の一部を負担することができるものとする。
２　本共同事業が完了し、又は中止された場合、甲及び乙それぞれの事業経費の用途について、精算表（事業経費収支内訳）により相手方に報告するものとする。
（提供設備）
第９条　甲は、乙所有の設備、備品、機器、装置等（以下「提供設備」という。）を無償で受け入れ、本共同事業の用に供することができるものとする。その取扱いは、次の各号に定めるとおりとする。
(1)　提供設備の提供日、設置場所等の具体的な提供方法は、甲と乙が別途協議し決定する。
(2)　提供設備の搬入、設置等に要する費用の負担は、甲と乙が別途協議し決定する。
(3)　甲は、提供設備について、その設置完了の時から返還に係る作業が開始される
時まで、善良なる管理者の注意をもって保管する。
(4)　乙は、甲から提供設備の使用方法等の問い合わせを受けた場合、取扱説明書の
貸与、技術者の派遣等の方法により、可能な限り甲を援助する。
(5)　提供設備の使用、維持及び保全に関する費用の負担については、甲と乙が別途協議し決定する。
（本共同事業の終了）
第１０条　本共同事業は、第３条に定める事業期間の始期に開始され、次の各号のいずれかの事由をもって終了する。以下、本共同事業が終了した日を「本共同事業終了日」という。
(1)　事業期間が満了した場合
(2)　甲乙双方により事業期間の満了前に本共同事業の目的が達成されたと確認した場合
(3)　次条に基づき本共同事業を中止した場合
（本共同事業の中止又は期間の延長）
第１１条　事業の遂行上必要と認められるときは、原則、甲乙協議の上、３０日前までに相手方へ書面による通知により、本共同事業を中止し、又は事業期間を延長することができるものとする。
２　天災その他事業遂行上やむを得ない事由があるときは、直ちに相手方に通知し、甲乙協議の上、本共同事業を中止し、又は事業期間を延長することができるものとする。この場合において、相手方に生ずる一切の損害、損失、責任等について、何ら責任を負わないものとする。
（知的財産等の出願等）
第１２条　甲及び乙は、本共同事業の実施に伴い発明等が生じた場合には、速やかに相互に通報しなければならない。
２　本共同事業の実施により得られる知的財産権の甲の持分は、甲又は甲に属する事業担当者に帰属するものとする。
３　甲又は乙はそれぞれ、甲又は乙に属する事業担当者が本共同事業の結果、単独で発明等を行ったときは、単独所有とし、単独で出願等の手続きを行うものとするが、当該発明等に係る知的財産権(著作権及びノウハウを除く。)出願等の前にあらかじめ乙又は甲の確認を得るものとする。この場合、出願手続き及び権利保全に要する費用は、出願等を行おうとする者が負担するものとする。 
４　甲及び乙は、甲に属する事業担当者及び乙に属する事業担当者が本共同事業の結果、共同して発明等を行い、当該発明等に係る知的財産権のうち、甲に属する事業担当者の持分を第２項の規定により甲がすべて承継した場合において、当該発明等に係る出願等を行おうとするときは、当該知的財産権に係る甲及び乙の持分を協議の上、別途締結する共同出願等契約にしたがって共同して出願等を行うものとする。 ただし、甲又は乙が当該知的財産権を相手方から承継した場合は、甲又は乙は単独で出願等するものとする。 
５　乙は、本共同事業の結果生じた発明等が、甲に属する事業担当者と乙とが共有することとなった場合の当該出願等について、当該甲に属する事業担当者と協議の上、別途定めるものとする。
(外国出願) 
第１３条　前条の規定は、外国における発明等に関する知的財産権(著作権及びノウハウを除く。)の設定登録出願、権利保全(以下「外国出願」という。)についても適用する。 
２　甲及び乙は、外国出願を行うにあたっては、甲乙協議の上、行うものとする。
 (優先的実施) 
第１４条　甲は、本共同事業の結果生じた発明等であって第１２条第４項の規定により、甲に承継された知的財産権(著作権及びノウハウ並びに第２項に規定するものを除く。以下「甲に承継された知的財産権」という。)を、次条に定める場合を除き自己実施せず、かつ、乙又は乙の指定する者から優先的に実施したい旨の通知があった場合には、当該知的財産権を出願等したときから３年間優先的に実施させることを許諾するものとする。 
２　甲は、本共同事業の結果生じた発明等であって、甲及び乙の共有に係る知的財産権(著作権及びノウハウを除く。以下「共有に係る知的財産権」という。)を、次条に定める場合を除き自己実施せず、かつ、乙の指定する者から優先的に実施したい旨の通知があった場合には、当該知的財産権を出願等したときから３年間優先的に実施させることを許諾するものとする。
３　甲は、乙又は乙の指定する者から前２項に規定する優先的に実施させる期間(以下「優先的実施期間」という。)を更新したい旨の申し出があった場合には、優先的実施期間の更新を許諾できるものとする。この場合、更新する期間については、甲乙協議の上、定めるものとする。 
 (第三者に対する実施の許諾) 
第１５条　甲は、乙又は乙の指定する者が、甲に承継された知的財産権を、前条第１項及び第３項に規定する優先的実施期間中、その第２年次以降において正当な理由なく実施しないときは、乙又は乙の指定する者の意見を聴取の上、乙及び乙の指定する者以外の者(以下「第三者」という。)に対し当該知的財産権の実施を許諾することができるものとする。 
２　前項の規定は、乙が共有に係る知的財産権を本共同事業完了の翌日から起算して２年以内に正当な理由なく実施しない場合、もしくは、乙の指定する者が共有に係る知的財産権を前条第２項及び第３項に規定する優先的実施期間中、その第２年次以降において正当な理由なく実施しないときについて準用するものとする。
３　乙は、共有に係る知的財産権を当該知的財産権を出願等したときから第三者に対し実施の許諾をすることができるものとする。この場合、甲は、前２項の場合を除き、甲に承継された知的財産権及び乙との共有に係る知的財産権を、自己実施せず、かつ、第三者に実施許諾しないものとする。 
 (持分の譲渡等)
第１６条　甲は、本共同事業の結果生じた発明等であって甲に承継された特許を受ける権利又は共有に係る特許権の持分を乙(又は甲及び乙が協議の上指定した者)に限り譲渡又は専用実施権等の設定ができるものとし、別に定める譲渡契約又は専用実施権等設定契約により、これを行うものとする。 
 (実施料) 
第１７条　甲に承継された知的財産権を乙又は乙の指定する者が実施しようとするときは、別に実施契約で定める実施料を甲に支払わなければならない。 
２　甲及び乙の共有に係る知的財産権を乙又は乙の指定する者が実施しようとするときは、甲は自己実施をしないことから、別に実施契約で定める実施料を甲に支払わなければならない。ただし、乙が乙の指定する者からの実施料の支払いを求めることを甲に申し入れた場合は、当該実施料を甲及び乙の持分に応じて、それぞれに配分するものとする。 甲及び乙の共有に係る知的財産権を第三者に実施させた場合の実施料は、当該知的財産権に係る甲及び乙の持分に応じて、それぞれに配分するものとする。
(特許料等) 
第１８条　甲及び乙は、共有に係る知的財産権に関する出願等費用、特許料等(以下「出願等費用」という。)をそれぞれ持分に応じて負担するものとする。 
２　甲又は乙は、前項に規定する出願等費用を負担しないときは、当該知的財産権に係る自己の持分を乙又は甲に譲渡することができるものとし、その旨の「譲渡証書」を乙又は甲に提出するものとする。 
 (情報交換) 
第１９条　甲及び乙は、本共同事業の実施に必要な情報、資料を相互に無償で提供又は開示するものとする。ただし、甲及び乙以外の者との契約により秘密保持義務を負っているものについては、この限りではない。 
２　提供された資料は、本共同事業完了後又は本共同事業中止後相手方に返還するものとする。
（秘密の保持）
第２０条　甲及び乙は、本共同事業の実施に当たり、相手方から書面又は電子媒体により秘密情報である旨の表示とともに開示された情報、及び相手方から口頭により秘密である旨の告知とともに開示された情報（開示後３０日以内に書面又は電子媒体によりその内容が確認された情報に限る。）（以下「秘密情報」という。）について、甲乙間で別途書面により定める場合を除き、本契約終了後３年間は、相手方の事前の承諾なしに第三者に開示・漏洩してはならない。ただし、次の情報については、この限りではない。
(1)　相手方から開示若しくは提供を受け、又は自ら知り得た時に、既に自己が保有していたもの
(2)　相手方から開示若しくは提供を受け、又は自ら知り得た時に、既に公知となっていたもの
(3)　相手方から開示若しくは提供を受け、又は自ら知り得た後に、自己の責めによらずに公知となったもの
(4)　正当な権限を有する第三者から秘密保持義務を負うことなく、適法に取得したもの
(5)　相手方から開示若しくは提供を受けた秘密情報によることなく、独自に開発し、又は取得したもの
２　甲及び乙は、本共同事業以外の目的のために秘密情報を使用してはならない。ただし、相手方の書面による事前の承認を得たときは、この限りではない。
３　前項の秘密保持義務の有効期間は、本契約期間中及び本契約終了日の翌日から起算して３年間とする。ただし、甲乙協議の上、この期間を延長し、又は短縮することができるものとする。
４　甲及び乙は、法令又は裁判所により秘密情報開示の請求、命令等を受けた場合は、事前に相手方に通知した上で、必要最小限の情報に限り開示することができるものとする。
（本共同事業成果の公表）
第２１条　甲は、次の各号に従い、本事業成果を公表することができるものとする。
(1)　甲は、第２０条の秘密保持義務を遵守した上で、本事業成果を公表する。
(2)　甲は、公表予定日の３０日前までに、乙にその内容を通知する。乙は、当該内容に第２０条に規定される乙の秘密情報が含まれていると判断したときは、当該通知後１５日以内に、甲に対し当該部分につき合理的な範囲で内容の修正又は学術発表の延期を求めることができ、この場合、甲は乙と協議して、対応事項を決定する。
(3)　前号は、本共同事業期間中及び本共同事業終了日から６カ月以内に行われる事業成果の公表に適用される。ただし、甲乙協議の上、この期間を延長し、又は短縮することができるものとする。
２　乙は、甲と協議した上で、本事業成果を公表することができるものとする。当該甲との協議は、前項第３号に定める期間中要するものとし、当該公表は、第２０条の秘密保持義務を遵守した上で行うものとする。
３　甲及び乙が本事業成果を公表する際、相手方の同意を得た上で、当該事業成果が本共同事業において得られたものであることを明示することができるものとする。
（事業協力者の参加及び協力）
第２２条　甲乙のいずれかが、共同事業遂行上、事業担当者以外の者の参加ないし協力を得ることが必要と認めた場合は、相手方の同意を得た上で、事業協力者として本共同事業に参加させることができるものとする。
２　事業協力者となる者は、本契約内容を遵守しなければならない。
３　甲及び乙は、事業協力者が本契約内容を遵守せずに相手方に損害を与えた場合には、当該事業協力者にその損害の賠償を請求することができるものとする。
(契約の解除) 
第２３条 甲又は乙は、第１１条に規定する本共同事業の中止を決定したときは、本契約を解除することができるものとする。
２　甲及び乙は、前項の事由を除き次の各号のいずれかに該当したときは、本契約を解除することができるものとする。 
(1)　相手方が本契約の履行に関し、不正又は不当の行為をしたとき 
(2)　相手方が本契約に違反したとき 
（反社会的勢力の排除）
第２４条　甲及び乙は、自ら若しくは自らの役員が暴力団、暴力団員、暴力団員でなくなった時から５年間を経過しない者、又はこれと密接な関係を有する者に該当しないことを表明し、将来にわたって該当しないことを確約し、相手方がこれに違反した場合は何らの通知、催告を要せず即時に本契約を解除できるものとする。
２　甲及び乙は、前項の規定により本契約を解除した場合、相手方に損害が生じても、これを賠償する責を負わないものとする。
（輸出禁止）
第２５条　秘密情報に該当するか否かに係わらず、本契約に基づき受領者が受領したいかなる情報及び本共同事業により創造された情報は、本契約の条項並びに適用される法令に従い許される場合を除いて、いかなる国へも輸出されないものとする。なお、受領者が情報を輸出する場合において適用される法令を遵守するために必要な措置を取るにあたり、当該輸出を行う者から要請があった場合には、開示者はこれに協力するものとする。
(損害賠償) 
第２６条 甲又は乙は、第２３条に掲げる事由及び甲乙及び本共同事業関係者が故意又は重大な過失によって相手方に損害を与えたときには、その損害を賠償しなければならないものとする。
（契約の有効期間）
第２７条　本契約の有効期間は、第３条に定める期間とする。
２　本契約の失効後も、第５条（本共同事業の実績報告書の作成）、第６条（ノウハウの指定）、第１２条（知的財産等の出願等）、第１３条(外国出願)、第１４条(優先的実施)、第１５条(第三者に対する実施の許諾) 、第１６条(持分の譲渡等)、第１７条(実施料)、第１８条(特許料等)、 第２０条（秘密の保持）、第２１条（本共同事業成果の公表）、第２５条（輸出禁止）、第２６条(損害賠償)、第２８条（協議）、第２９条（紛争等）の規定は、当該条項に定める期間又は対象事項が全て消滅するまで有効に存続する。
（協議）
第２８条　本契約に定めのない事項について、これを定める必要があるときは、甲乙協議の上、定めるものとする。
（紛争等）
第２９条　本契約に関し、甲乙間で疑義、相違、紛争が発生した場合、甲及び乙は信義誠実の原則に従い、相互の協議によりこれを解決するものとする。
２　前項の協議が整わなかった場合、本契約に関する紛争等については、被告の所在地の地方裁判所を第一審の管轄裁判所とする。
３　本契約は、日本法に準拠し、同法に従って解釈されるものとする。
（雑則）
第３０条　本契約の変更と補足は書面でなされ、かつ甲及び乙により署名または押印されることを要するものとする。
２　本契約により生ずる権利と義務は、相手方の事前の書面による承諾なく譲渡することができないものとする。

本契約の証として、本契約書２通を作成し、甲及び乙が記名、押印のうえ各１通を保管する。

年　　月　　日


　　　　　　　　　　　甲　：沖縄県名護市字為又１２２０-１
　　　　　 　 　　　　　　　公立大学法人名桜大学
　　　　　　  　　　　　　　理事長　　　　　　 　　　　　　　印



　　　　　　　　　　　乙　：

　　　　　   　　　　　　　 　　　　　　　　　　 　　　　　　印


















別表第１（第1条、第２条、第４条関係） 
	1 事業概要等
（目的・内容）
	



	


2 事業担当者 
	区分
	氏名
	所属・職名
	本事業における役割

	
	甲
	


	
	

	
	乙
	　


	
	


（注）事業代表者には氏名に※を、事業責任者には氏名に◎を付す





























様式第３の１号

共 同 事 業 完 了 報 告 書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

公立大学法人名桜大学
理事長　　　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　事業代表者
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　○　○　○　○　印


　　共同事業の名称：　　　　　　　　　　　　　



　○○○○から申請がありました上記の共同事業について、事業を完了したので、共

同事業成果報告書に関係書類を添えて報告します。


















様式第３の２号

共 同 事 業 完 了 報 告 書


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　令和　　年　　月　　日

　　（共同機関）　　　　　　　　殿


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　公立大学法人名桜大学
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　理事長○　○　○　○　印


　　共同事業の名称：　　　　　　　　　　　　　


　（貴機関）との上記共同事業について、令和　　年　　月　　日に事業を完了した

ので、共同事業成果報告書に関係書類を添えて報告します。
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